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区
か
ら
住
民
税
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申
告
書
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日
︵
木
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送
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付

12は
�
月

日
︵
月
︶
～
︶
︒
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別
表
︵
�
面
︶
の
特
別
区
民
税
・

都
民
税
申
告
受
付
場
所
で
申
告
し
て

く
だ
さ
い
︒

﹇
申
告
の
必
要
な
方
﹈

平
成

年
�
月
�
日
現
在
︑
区
内
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在
住
で
︑
前
年
中
︵
平
成

年
�
月

26

～

月
︶
に
収
入
の
あ
っ
た
方
の
う

12
ち
申
告
不
要
と
さ
れ
て
い
な
い
方

﹇
申
告
に
必
要
な
も
の
﹈

①
収
入
・
所
得
を
確
認
で
き
る
も
の

︵
給
与
や
年
金
の
源
泉
徴
収
票
︑
給

与
明
細
書
等
︶
②
社
会
保
険
料
︵
健

康
保
険
や
国
民
年
金
︶
の
領
収
書
等

③
生
命
保
険
料
・
地
震
保
険
料
等
の

控
除
証
明
書
④
身
体
障
害
者
手
帳
等

⑤
医
療
費
の
領
収
書
等
⑥
印
鑑

﹇
申
告
の
必
要
の
な
い
方
﹈

○
所
得
税
の
確
定
申
告
を
す
る
方

○
勤
務
先
か
ら
給
与
支
払
報
告
書
が

提
出
さ
れ
て
い
る
方

○
公
的
年
金
収
入
の
み
で
医
療
費
等

の
控
除
の
追
加
の
な
い
方
な
ど

※
申
告
の
必
要
の
な
い
方
で
も
︑
非

課
税
証
明
書
の
発
行
や
国
民
健
康
保

険
︑
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
︑
介
護

保
険
等
の
基
礎
資
料
と
な
る
た
め
︑

申
告
が
必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
︒

個
人
住
民
税
は
特
別
徴
収
で

地
方
税
法
上
︑
給
与
所
得
者
は
原

則
と
し
て
特
別
徴
収
の
方
法
に
よ
り

住
民
税
を
徴
収
す
る
こ
と
と
明
記
さ

れ
て
い
ま
す
︒
東
京
都
で
は
︑
法
令

順
守
を
基
本
に
オ
ー
ル
東
京
で
特
別

徴
収
を
推
進
し
て
い
ま
す
︒

﹇
上
場
株
式
等
の
配
当
所
得
お
よ
び

譲
渡
所
得
に
係
る

％
軽
減
税
率
の

10

廃
止
﹈

上
場
株
式
等
の
配
当
・
譲
渡
所
得

は
︑
平
成

年

月

日
ま
で
は

25

12

31

10

％
︵
所
得
税
�
％
︑
住
民
税
�
％
︶

の
軽
減
税
率
が
適
用
さ
れ
て
い
ま
し

た
が
︑
同
日
を
も
っ
て
廃
止
と
な
り
︑

平
成

年
�
月
�
日
以
後
は
︑
本
則

26

税
率
の

％
︵
所
得
税

％
︑
住
民

20

15

税
�
％
︶
が
適
用
さ
れ
ま
す
︒

○
給
与
の
収
入
金
額
が
�
千
万
円
を

超
え
る
方

○
�
か
所
以
上
か
ら
給
与
を
受
け
て

い
る
方

○
給
与
収
入
が
あ
り
︑
給
与
所
得
以

外
の
所
得
金
額
が

万
円
を
超
え

20

る
方

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

申
告
書
の
作
成
が
手
軽
に

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
﹁
確
定

申
告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
﹂
を
利
用

す
れ
ば
︑
税
額
等
が
自
動
計
算
さ
れ
︑

計
算
誤
り
の
な
い
申
告
書
を
作
成
で

き
ま
す
︒
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

は
他
に
も
税
務
手
続
に
関
す
る
申
請

・
届
出
様
式
を
掲
載
し
て
い
ま
す
︒

▢
h
ttp
:/
/
w
w
w
.n
ta
.g
o
.jp

HP申
告
書
の
提
出
は
ｅ
︱

Ｔ
ａ
ｘ

や
郵
送
な
ど
で
も
受
付

申
告
書
は
ｅ
︱

Ｔ
ａ
ｘ
︵
国
税
電

子
申
告
・
納
税
シ
ス
テ
ム
︶
に
よ
る

送
信
や
郵
便
等
に
よ
る
送
付
ま
た
は

税
務
署
の
時
間
外
文
書
収
受
箱
へ
の

投
か
ん
に
よ
り
提
出
が
で
き
ま
す
︒

﹇
亀
戸
・
大
島
・
北
砂
・
東
砂
・
南
砂
・

新
砂
に
お
住
ま
い
の
方
の
提
出
先
﹈

江
東
東
税
務
署
︵
亀
戸
�
︱

︱

�
︶
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﹇
江
東
東
税
務
署
管
内
を
除
く
江
東

区
に
お
住
ま
い
の
方
の
提
出
先
﹈

江
東
西
税
務
署
︵
猿
江
�
︱

︱

︶

16

12

復
興
特
別
所
得
税

平
成

年
～

年
ま
で
の
各
年
分

25

49

に
つ
い
て
は
︑
復
興
特
別
所
得
税

︵
原
則
と
し
て
各
年
分
の
所
得
税
額

の
�
・
�
％
︶
を
︑
所
得
税
と
併
せ

て
申
告
・
納
付
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
︒
確
定
申
告
書
の
作
成
に
あ

た
っ
て
は
︑﹁
復
興
特
別
所
得
税
額
﹂

欄
の
記
載
漏
れ
の
な
い
よ
う
ご
注
意

く
だ
さ
い
︒
な
お
︑
還
付
申
告
の
方

も
含
め
︑
申
告
さ
れ
る
す
べ
て
の
方

に
つ
い
て
﹁
復
興
特
別
所
得
税
額
﹂

欄
の
記
載
が
必
要
と
な
り
ま
す
︒

公
的
年
金
を
受
給
し
て
い
る
方
は

要
件
を
満
た
せ
ば
申
告
が
不
要

公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
の
合
計

額
が
�
�
�
万
円
以
下
︵
複
数
か
ら

受
給
さ
れ
て
い
る
場
合
は
︑
そ
の
合

計
額
︶
で
︑
公
的
年
金
等
に
か
か
る

雑
所
得
以
外
の
所
得
金
額
が

万
円

20

以
下
で
あ
る
場
合
に
は
︑
所
得
税
お

よ
び
復
興
特
別
所
得
税
の
確
定
申
告

を
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
︒

※
こ
の
場
合
で
も
︑
還
付
を
受
け
る

た
め
に
は
︑
確
定
申
告
書
を
提
出
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
︒

※
復
興
特
別
所
得
税
の
記
載
を
忘
れ

ず
に
お
願
い
し
ま
す
︒

※
公
的
年
金
等
に
係
る
雑
所
得
以
外

の
所
得
が
あ
り
︑
そ
の
所
得
金
額
が

万
円
以
下
で
所
得
税
お
よ
び
復
興

20特
別
所
得
税
の
確
定
申
告
が
必
要
な

い
場
合
で
あ
っ
て
も
︑
住
民
税
の
申

告
が
必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
︒

確
定
申
告
す
れ
ば
税
金
が
戻
る
方

給
与
所
得
者
で
確
定
申
告
の
必
要

の
な
い
方
で
も
︑
次
の
よ
う
な
場
合

で
︑
源
泉
徴
収
さ
れ
た
税
金
が
納
め

過
ぎ
に
な
っ
て
い
る
場
合
︑
還
付
を

受
け
る
た
め
の
申
告
︵
還
付
申
告
︶

に
よ
り
税
金
が
還
付
さ
れ
ま
す
︒

○
災
害
や
盗
難
︑
横
領
に
よ
り
住
宅

や
家
財
な
ど
の
資
産
に
受
け
た
損

害
な
ど
に
つ
い
て
雑
損
控
除
を
受

け
る
方

○
病
気
や
け
が
な
ど
で
支
払
っ
た
多

額
の
医
療
に
つ
い
て
医
療
費
控
除

を
受
け
る
方

○
家
屋
を
住
宅
借
入
金
等
で
新
築
や

購
入
︑
増
改
築
等
を
し
て
︑
︵
特

定
増
改
築
等
︶
住
宅
借
入
金
等
特

別
控
除
を
受
け
る
方
な
ど

※
給
与
所
得
者
で
確
定
申
告
の
必
要

が
な
い
方
が
還
付
申
告
を
す
る
場
合

は
︑
そ
の
他
の
各
種
の
所
得
︵
退
職

所
得
を
除
く
︶
も
申
告
が
必
要
で
す
︒

※
そ
れ
ぞ
れ
の
要
件
や
必
要
な
添
付

書
類
等
を
事
前
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
︒

※
国
税
還
付
金
の
受
け
取
り
は
︑
口

座
振
込
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
︒

納
付
に
は
振
替
納
税
の
ご
利
用
を

確
定
申
告
に
よ
る
所
得
税
お
よ
び

復
興
特
別
所
得
税
の
納
期
限
は
�
月

日
︵
月
︶
で
す
︒
申
告
書
の
提
出

16後
に
︑
納
付
書
の
送
付
や
納
税
通
知

等
に
よ
る
納
税
の
お
知
ら
せ
は
あ
り

ま
せ
ん
︒
納
付
に
は
便
利
な
振
替
納

税
を
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
︒

平成26年12／31(基準日)において、次の条件に全て該当する方

を対象に、確定申告および住民税申告で障害者控除の適用を受け

ることができる｢障害者控除対象者認定書｣を交付します。なお、

基準日現在、要介護4・5の方は、区の住民税申告時に限り、認定

書のかわりに介護保険被保険者証を窓口に提示または写しを添付

することで障害者控除を受けることができます。詳しくは区ホー

ムページをご覧ください。

▢人 次の条件にすべて該当する方○区内在住で65歳以上○介護認

定が要介護1〜5※要支援1・2の方は該当しません○区で定めた身

体等の条件に該当する※介護認定を受けていなくても常に寝たき

りで排せつ等の日常生活に支障のある場合には該当します▢申 申

請書(区ホームページから入手可)、申請者の身分証明書の写し、

対象者の介護保険証の写し、82円分の切手を貼った封筒に郵送先

を記入したものを、〒135-8383区役所高齢者支援課高齢者相談係

(区役所3階10番)へ郵送、または申請者の身分証明書および対象

者の介護保険証を持参し、窓口で☎3647-4324、℻3647-9247

確定申告等の障害者控除認定書
要介護度1以上で条件に該当する65歳以上の方に発行

住

民

税

平
成

年
度
住
民
税
の

27

主
な
改
正
点

﹇
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
の

延
長
お
よ
び
拡
充
﹈

住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
に

つ
い
て
︑
適
用
期
間
を
�
年
間
︵
平

成

年
�
月
�
日
～
平
成

年

月

26

29

12

日
︶
延
長
し
︑
さ
ら
に
そ
の
期
間

31の
う
ち
︑
平
成

年
�
月
�
日
～
平

26

成

年

月

日
ま
で
に
居
住
を
開

29

12

31

始
さ
れ
た
方
で
︑
住
宅
取
得
に
係
る

消
費
税
等
の
税
率
が
�
％
ま
た
は
10

％
の
場
合
は
︑
控
除
限
度
額
が
�
�

�
︑
�
�
�
円
に
拡
充
さ
れ
ま
す
︒

所

得

税

税
務
署
で
の
申
告
は
�
月

日
16

(月
)～
�
月

日
(月
)

16

﹇
所
得
税
お
よ
び
復
興
特
別
所
得
税

・
贈
与
税
・
個
人
消
費
税
の
確
定
申

告
書
作
成
会
場
開
設
期
間
﹈

�
月

日
︵
月
︶
～
�
月

日
︵
月
︶

16

16

※
土
・
日
曜
を
除
く
︒
た
だ
し
︑
�

月

日
︵
日
︶
お
よ
び
�
月
�
日

22

︵
日
︶
は
開
設
し
ま
す
︒

所
得
税
お
よ
び
復
興
特
別
所
得

税
の
確
定
申
告
と
は

毎
年
�
月
�
日
か
ら

月

日
ま

12

31

で
の
�
年
間
に
生
じ
た
す
べ
て
の
所

得
の
金
額
と
そ
れ
に
対
す
る
所
得
税

お
よ
び
復
興
特
別
所
得
税
の
額
を
計

算
し
︑
申
告
期
限
ま
で
に
確
定
申
告

書
を
提
出
し
て
︑
源
泉
徴
収
さ
れ
た

税
金
や
予
定
納
税
で
納
め
た
税
金
等

と
の
過
不
足
を
精
算
す
る
手
続
で
す
︒

﹇
確
定
申
告
が
必
要
な
方
﹈

○
事
業
収
入
や
不
動
産
収
入
な
ど
が

あ
り
︑
収
入
金
額
か
ら
必
要
経
費

を
差
し
引
い
た
所
得
の
合
計
額
が

所
得
控
除
の
合
計
額
を
超
え
る
方

①

あなたの申告は？
○ここでは、主な例を挙げましたが、これに該当しない場合もあります。
詳細は、税務署または区役所課税課にお問い合わせください。

不要です

不要です
（還付を受ける場
合は申告すること
ができます）

不要です
（所得税が源泉徴
収されている方は、
申告すると税金が
還付されます）

⑪

必要です

不要です
（医療費等の控除
の追加をすると税
金が還付される場
合があります）

※1 勤務先からの報告がありますので、申告は不要です。
※2 公的年金の支払先からの報告がありますので、申告は不要です。
※3 非課税証明書の発行や国民健康保険、後期高齢者医療制度、介

護保険などの基礎資料となりますので、収入の有無にかかわら
ず、申告が必要な場合があります。

税務署に確定申告
（所得税）

⑦

⑧

⑨

不要です
（還付を受ける場
合は申告すること
ができます）

⑩

③

不要です※3
(申告が必要な場合
があります)

不要です※2

不要です※2
(医療費等の控除
の追加を受ける場
合は申告すること
ができます)

④

⑤ 必要です
（所得税で確定申
告された方は不要
です）⑥

不要です※1

区役所に申告
（住民税）

上記⑧の方のうち、65歳
以上で年金収入が155万円
以下または65歳未満で年
金収入が105万円以下の方

公的年金収入のみで年金
収入が400万円以下（2か所
以上のところから支給さ
れている場合はその合計）

アルバイト・パート収入
が103万円以下

アルバイト・パート収入
が103万円を超える（年末
調整されてなく、基礎控
除以外の控除はない）

昨年途中で退職し、年末
調整されていない

給与を2か所以上から受け
ている

給与以外の所得が20万円を
超えている

給与収入が2,000万円を超
えている

収入は給与所得のみで年
末調整をしている。所得
税・住民税は給与から差
し引かれている

あなたの場合

②

昨年の収入なし

障害年金・遺族年金を受
けていて、他に所得なし

※平成26年4／1から平成29年12／31までの控除限度額は、
住宅取得に係る消費税等の税率が8％または10％の場合
に限られ、それ以外の場合における控除限度額は、改正
前と同様です。

住宅借入金等特別税額控除の延長および拡充

所得税の課税
総所得金額等
の5％(最高
97,500円)

住民税控除
限度額

〜平成25年12
／31

居住年月日

改正前

所得税の課税
総所得金額等
の7％(最高
136,500円)

所得税の課税
総所得金額等
の5％(最高
97,500円)

平成26年4／1〜
平成29年12／31
(※)

平成26年1／1
〜平成26年3／
31

改正後

平成26年
1／1〜

上場株式等の配当所得および
譲渡所得に係る10％軽減税率
の廃止

20％
(所得税15％、住民税5％)

上記以外

10％
(所得税7％、
住民税3％)

金融商品
取引業者
等を通じ
た譲渡等

平成21年
1／1〜
平成25年
12／31

区分

20％
(所得税15％、
住民税5％)


